
 

 

 

 

令和８年９月 議会定例会提出の補正予算案 概要 

 

１ 補正額と補正後の予算規模 

(単位：千円) 

会  計  名 当初予算額 現予算額 補正額 補正後額 前年同期 

令 和 ８ 年 度 

一 般 会 計 ( 補 正 第 ４ 号 ) 
24,115,875 24,545,367 34,078 24,579,445 23,693,532 

特 別 会 計 10,945,317 10,945,317 186,528 11,131,845 11,304,083 

 

国 民 健 康 保 険 （補正第１号) 5,311,926 5,311,926 18,471 5,330,397 5,641,371 

後 期 高 齢 者 医 療 （補正第１号) 1,001,875 1,001,875 2,253 1,004,128 897,243 

介 護 保 険 （補正第１号) 4,581,141 4,581,141 166,325 4,747,466 4,662,937 

訪問看護ステーション事業 （補正第１号) 2,988 2,988 0 2,988 54,488 

宅 地 等 開 発 事 業 （補正第１号) 41,347 41,347 △490 40,857 42,093 

財 産 区 （補正第１号) 6,040 6,040 △31 6,009 5,951 

公 営 企 業 会 計 5,000,108 5,002,088 40,000 5,042,088 4,855,250 

 

 水 道 事 業 会 計  1,767,853 1,769,833 0 1,769,833 1,552,487 

下 水 道 事 業 会 計 (補正第１号) 3,232,255 3,232,255 40,000 3,272,255 3,302,763 

合     計 40,061,300 40,492,772 260,606 40,753,378 39,852,865 

 

 

２ 補正予算内容等 

 今回の一般会計補正予算 第４号 の補正予算額は、３，４０７万８千円の増額で、 

補正後の予算額は、２４５億７，９４４万５千円となり、前年同期から３．７％の増です。 

（全会計合計では、２．３％の増） 

 

 主な事業の概要は次のとおりです。 

 

 

 

 

 



 

 

【事業概要】 

                                 (単位：千円) 

 予 算 事 業 名 補正額 概    要 主担当 

１ 市民バス運行事業  15,136 
タクシー運賃と最低賃金の改定及び利用

者増加により、デマンド型市民バス運行事業

に係る経費を増額する。 

政策推進課 

２ 子育て支援事業                     5,679 

 あすなろ子育て支援センター及びさくら

が丘子育て支援センターの常勤職員配置に

よる補助額の増加に伴い、地域子育て支援拠

点事業補助金に係る経費を増額する。 

子育て支援課 

３ 保育園運営事業 22,721 

 さくらが丘こども園整備に係る国庫補助

金の要綱改正による基準単価の増額及び私

立保育園等給食支援に係る補助額単価改定

により、補助額を増額する。 

 また、乳児等通園支援事業に係る給付費を

計上する。 

子育て支援課 

４ 
一般管理費 

（農業振興費） 
10,538 

 農村振興に係る一般社団法人設立及び運

営に係る経費を計上する。 
農林課 

５ 道路維持管理事業 8,039 

 赤坂地域及び吉井地域の市道修繕に係る

経費を増額する。 

 草刈作業等の増加に伴い、熊山地域の草刈

作業に係る委託料を増額する。 

建設課 

６ 都市公園管理事業 2,328 
枝木等の収集・処分等に係る経費を増額す

る。 
建設課 

７ 
熊山アメニティ公園 

管理事業 
190 

草刈作業等の増加に伴い、草刈作業に係る

委託料を増額する。 
建設課 

８ 
農業用施設 

災害復旧事業 
6,000 

赤坂地域の農業用施設災害復旧工事に係

る経費を計上する。 
建設課 

９ 電算管理運営事業 9,900 
実績見込みにより、児童生徒用 GIGA 端末

等の修繕料を増額する。 
教育総務課 

10 
みんなの学び舎 

運営事業 
748 

物価高騰により受水ポンプユニット取替

工事に係る経費を増額する。 
教育総務課 

11 
図書館施設 

維持管理事業 
3,900 

中央図書館に設置している防煙スクリー

ンの交換に係る経費を計上する。 
中央図書館 

12 
各地区消防施設 

整備事業 
4,796 

岩田地区において、消防法令等に基づく消

防水利の確保が必要となったため、消火栓の

新設に係る負担金を計上する。 

また、西中地区の下水道工事支障移転に伴

う消火栓設置に係る負担金を計上する。 

消防総務課 

 


